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組合施行の土地区画整理事業におけるリスク対策の評価と特徴
Characteristics and its Evaluation of Risk-Management in Land Readj山加釧Pr司ect Executed by Coope削ive
Association 

佐多孝徳＊ ・ 出口 近士料・ 吉武哲信料・ 浅野誠＊＊＊
Takanori Sataへ Chikashi D巴思1chi料， Tetsunobu Yoshi匂ke料 and Makoto A銘no＊料

Land 陀adjustment pro ects have many risks caused by many landowners and long project term. It is very 
impo由nt to evaluate and prevent the risks from the viewpoint of project management.η由p叩er discusses the 
charac如sties of the risks and the counterm伺sures めr I吋ucing the risks in the pro ects, executed by coope凶ive
as四ciations, based on the expe出 ’ evaluation.

百1e results show that the number of risk-management counterm伺sures with higher e島ctiveness and feasibility is 
mo問 inside of Densely-Inhabited Dis甘ict由an OU凶de and the most of their count巴m回sures are concerned with 
consensus building among s飽keholders.
Keywanゐ：land readjustment pro ect, cooperative associations, risk assessment, questionnaire survey 
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1. はじめに
土地区画整理事業主以降、 区画整理事業と記す）はわが国

の代表的な市街地盤備手法のlつであり、施行実績は平成21
年度末時点で約35万haに及ぶI ）。近年は兵庫県南部地震の震
災復興や槌密集市街地の解消、 あるいは街路事業におけ
る沿道整備の一割去としても用いられており、 今後も幅広
い適用が期特される。 ここで特に、 地区住民が組合を組織
して施行する（以降、組合描託子と記す）区画整理事業に着目
すると、 最近の地価の下落キ楳留地販売の不振等により収
入不足が見込まれる地区は、 国土交通省都市・地域整備局
市筏荷盤備課による土地区画整理組合の経営状況の実態調
査（平成20年l月実施）に依れば、 調査地区674中75地区に及
ぶ2）。組合樹子は、面的整備事業として蝉戒に与える影響が
大きいこと、 公的資金が投入されることから、 事業を破綻
させないマネジメントをすることが重要になってきている。

ところで、区画整理事業には、 事業準備段階から事業終
了まで顕在化すると大きな損害を与えるさまざまな事象
（以降、 リスクと記す）が多く桐生する。 したがって、 事業
破綻に悪影響を及ぼすリスクを事前に特定し、 それらを顕
在化させなし、対策を講じることが必要である。 ただし、 こ
のリスク対策には人的資源や資金の投入が不可欠であるが、
事業を取り巻く昨今の厳しい経許状況の下では、 全てのリ
スク対策を講じることは困難である。 そのため、 実現性が
ある有効な対策を濁尺して実施することが求められる。

さて、 区画整理事業のリスクを対象とした研究として
「公・民〆ートナーシップによる区画整理の研究J 3）がある。

この中では、区画整理事業のPFI事業におけるリスク分抵総
括表が示されており、 区画整理事業の脳刊こ伴って想定さ
れるリスクを一覧表にしている。 また、出口ら4）は、組合施
行の区画整理事業を対象として、 事業の施行者にとって事

業資金計匝服綻に悪影響を及ぼすリスクを特定し、 それら
リスクの影響度を評価している。さらに佐多ら5）は、公共団
働断のリスクを特定し、 公共団体店行と組合樹子の樹子
者の違いとDID区域内・外の地区特性の違し、から、 特定し
たリスクを7つのパタ ーンに分類し、施行者や地区特性によ
って鞘教的に影響度が大きし、リスクを整理している。 しか
しこれらの研究はリスク対策を対象としていない。

一方、区画整理事業のリスク対策に関しては高桑の報告
がある。。これはリスク対策を伊j示しながら、 区画整理事業
におけるリスクマネジメントの必要性を論じたものである
が、 リスク対策を定量的に評価したものではない。

以上を踏まえ、本稿では以下を検討するものである。
I） 組合樹子の区画整理事業を対象として、リスクの発生確

率ぞ顕在化した場合の影響度の軽減を図るリスクの軽減
対策を整理 ・ 設定する。

2） 設定したリスク対策の有効性と紫見性乃に関し、 実事業
に携わる区直腫彊掛背にアンケー トで到面してもらう。

3）上言c.2）のリスク対策の開耐直の平均値などを求め、 定量
的な数値に基づいて、事業段階毎のリスク対策の鞘教を
把握・考察する。

2. 組合施行におけるリスク対策の整理
( 1）事業段階の分類と全期間に共通するリスクの設定

組合樹首以下の4閥滑に分類するとともlこ、全期間に共
通するリスクについて検討した。
(I ）準備段階．組合の設立認可申請に至る準備委員会の発足

から地元説明会や同意書のとりまとめまで
(2）事業計画段階組合設立認可の申請から換地獄計を経

て、仮換地の指定について総会の同意を得るまで
(3）施工段階：仮換地指定後の移転補償、工事施工、換地
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処分まで（保留地の皮切士が閉ま台）
(4）清算段階換地拠分後から清算、登記、保留生蜘分完了、

組合解散（事業が結了）まで
なお既往の研究5）では、 （4）清算段階に、 清算金徴収等の

事業収束手続きに関するリスクと保留地処分に関する2つ
のリスクが設定されているが、 前者に対しては高額の清算
金が発生しない換地設言怜清算金の分納が、 後者に対して
は売却し易し呼立置キ形状にすること等が、効果的であるが、
これらの対策は（3）施工段階までに実施済となる。

また、（1）～（4）全期間に共通するリスクとして、既往の研
究分では補助金の制度変更、物価変動等がある。しかしこれ
らのリスクのほとんど財閥な要因として常に相生するも
ので、組合脳手者の対策によってリスクの発生確率を直接
下げることはできない。 一方、全期間に共通して設定され
る 「コミュニケーションリスクJは、組合役員のコミュニ
ケーションの不足等により地推者との合意が形成できず事
業に悪影響を与えるリスクであり、 発生確率軽減等に対し
て組合脳予者が講じる対策の影響刷、さくなし、といえる。

以上の理由から、材高では（I）～（3）と、これらの企段階に
共通する 「コミュニケーションリスクJのみをリスク対策
の整理・評価対象とした。 なお 「コミュニケーションリス
ク」は、 地推者との合意形成に悪影響を与えるものとして

「合意形成リスク」に包括されると考えられることから、
「合意形成リスク」の l っとして整理する。

( 2）リスク対策の整理 ・ 設定
( I)リスク対策の整理手JI慎

表－
1 は、 組合樹子区画整理事業におけるリスク対策で

あり、 以下の手順で整理・設定した。
・まず、既往研究ので設定された区画整理事業の①準備段階

～③施工段階のリスクをそのまま受け取り、 これに組合
施行に特有なリスゲ）とその具備句内容を加えた。この作
業は、 著者らを含めた区直墜理指帽によるブレーンス
トーミングで実施した。 この方法で設定された事業破綻
に影響を与えるリスクを表－ 1の第2列に示し、リスクの
具備句内容を第3列に示す。なお、アンダーラインの移管
時期リスクは追加された組合施行に特有のリスクである。
次いで、、 区画整理事業に15年以上携わっている掛渚に
対して、「第2列と3列のリスクが顕在化していない状況を
想定した上で、 これらのリスクが顕在化する確率や、 顕
在化した場合の事業破綻への影響度を軽減するために施
行者が実施する対策として考えられるリスク対策をヲI后己
してもらう」アンケー トを平成22年10月に実施し（以降、
このアンケートをA調査と記述する）、 平鹿3年9月に経
験年数の来記入回答者ハ笹験年数を追蹴周査した。 ここ
で、 事業リスクへの対応方法には、 上置親長でのリスク
対策以外にも、 民間事業者が保留地の財尋等を条件に組
合等からの委託に基づき運営事務キ柑子に関する業務の
相当部分を代行する業務代行方対）の導入をはじめとし
た、リスクを第3者に転嫁する方法等が挙げられるが、こ
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のA調置では、リスクの軽減対策を対象として、 「リスク
が起こり得る確率そ起こった場合の影響度をできるかぎ
り軽減する吟内容」を列記してもらった。

－表－ 1の第4列はA調査で得られた対策を、精粗の有無に
関わらずR集計した対策数であり（総計342）、 第5列はそれ
らの対策を類似の内容毎に集約したものである。 また括
弧内は、A調査で回答された対策であり、 後述のリスク
対策音刊面において評価が高い具体的な対策を意味する。
これら第5列の対策は、組合脳予者が組合資金や役員等の
人的資源を用いて、 リスクが顕剖じする確率キ顕在化し
た場合の事業への影響度を軽減するための対策である。
なお、 第5多1Jのリスク対策は第3夢1Jの各リスクに対してl

つ以上が対応しており、 リスク対策にもれがないことが確
認できる。
(II)アンケートA調査の回答者の属性

A調査は全国的な業務を有する都市計画系建設コンサル
タン卜会社に所属し、 かっ区画産軍事業に十分経験のある
を吉伸渚を対象者とした。 表－ 2に回答者の組合区画整理事
業に対する経験年数を、 表－ 3に保有資格（複数回答）を示
七回答者の大部分出怪験年数20年を越える槻背であり、
技林正（総合技術盟、建設）や'RCCMの資格保有者が3割以
上で、 ほとんどの回答者が土地区画整理士資格を有する。
回答者数はロ名であるがぜ術的な知識キ程験を有しており、
回答されたリスク対策は一定の信頼性があると判断した。

また、 土地区直腫理事業の実施には蝉戎性があるとされ
ているが 10）、A調査の回答者12名は本社・各支店の区画整
理担当部署に勤務しており、 各々の担当エリアを重ねると
全国を網羅する。 また、 過去にも他地域で区画整理に携わ
っており、その経験地区を集計すると都内の地区から人口5
万人以下の地方の町の地区まで34都府県に渡ることから、
回答は全国の様々な地域を概ね網羅していると判断した。

3. リスク対策の有効性・実現性の評価
( 1）リスク対策の有効性・実現性の言朝面方法
( I)矧面方法

リスク対策の刊面は以下のアンケート内額以降、このア
ンケートを B 調査と言己企する）で平成23年l月に実施すると
ともに、平成3年9月に年齢未記入者へ年齢を追跡調査した0

·A調査と同ーの建設コンサノレタント会社に所属する区画
整理掛渚に、 過去に携わった l 地区を選んで、もらう。

・回答者に A 髄鳴られたオ策を提示し、自身が携わっ
た（］）準備段階』（3）施工段階毎に、各リスク対策の有効性
と実現性を数値で矧面してもらう。 具備切こは、 表－ 4

と表－ 5に示すように有効性と実現性の程度を、 4, 3, 
2～0～・3, -4の9段階で評価してもらった。 なお、有効性
とは対象リスクの発生頻度キ頓害規摸の減とよ、に対してそ
の対策が有効であるか、実現性とはその対策が実現でき
るものであるかを意味する。男見を阻む要因としては、
対策費用が高額、 対策の作業や手続き期聞が長期、権利
者への合意が得られないとしりた点が挙げられるo
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表－ 1 組合施行区画整理事業の事業段階におけるリスクとその対策の内容
リスヴ の内容

［・］事業 実施について、 地権 者 の不合意

[b］地権 者間の不仲等による鯛霊 蝿航

[cl減歩率や換地位置等を早すぎる時期に擾示し
た場合において、 変更肉容痩示の際の 制整燈航

[dllll可 権 者が事業に雄色を示したことによる 地権

者の意欲低下

［吋補助金に関する関係機関との 嗣整等の蝿航

品］行政内部署聞 の 欄壷不足、決済文書の遅れ

・事業に反対する周辺住民へ の対応や、 地区界沿
い住民との鯛整蜂航（地区界沿い道路・施行区域）

[al施行者のノウハウ不足等による手戻り作業

[b］行政のノウハウ不足による悔償期間の延伸

[cl委託金社の 社内連燐不足等による手戻り作業

[d］制度変更等の情報 不足による手膜り作業

－事業の先行きが不透明 な準備段階における賞金
関連（補助金の 担保等）蝿

［叫環境アセスの開査結果による事業ストップ等

[b］環境団体等からのヲレーム処理 の対応増

[al埋蔵文化 財 等の 開査結果による事業ストップ等

[b］埋蔵文化 財 等の鯛査期間延伸 ・鯛査費用増大

[al鯛査・測量・叡針のミス

[b］発注（調査・測量・ 位計等）の不足や不備

［叫区画整理事業に対する反対地権 者の対応

面］換地般計に関する地 権 者 の不合意

(al調査・測量・殴骨十のミス

[bl発注（聞査・ 測量 ・ 霞肘等）の不足や不備

－関連事業（他事黛 の先行工事）が完了し ないこと
によるもの

・資金調遣の不開（調達困娘、 地価変 動に伴う補
助金の減額 、保留地単価の 下落等条件の悪化）

・計画と事業進捗の季限等により、 予算が執行（消
化）でき ないζとによるもの

・仮換地指定に関する地権 者の不合意（行政不服
審査情求等）

［心情償交渉 の雄航及び、 補償責及び直様施行 の

費用（委託・弁霞士費用）増大

[b］地区外住民に対する補償責発生（工事 の影響）

［叫換地計画に対する意見書の 縄出

[b］清算単価に対する合意形成の 嫌航

[cl多額な清算金の 分納による期間の延伸

－埋 蔵文化 財 の新た な出 土によるもの

(al産業廃棄物処理に関する費用の増大及び、 産
業廃棄物の処理費用負担について聞聾蜂航

[b］産廃による地区イメー ジ低下（保留地へ悪影響）

［叫調査・測量・霞計 のミスによる事案 の遅延や費
用の増大（現場との不盛合等）

[b］発注の不足 ・不備（精度 の高い 位計の 朱実施）

［・］地権 者聞 の合意形成の遅延等による工事進行
の遅れ

[bl関係棒関等との鯛整不足による工事進行遅れ

[c］他事業の遅延による工事進行 の遅れ
・想定外 の対簸エ（軟弱 地盤簿）による工事費用の

増大

・資金調達の不調（保留地販売の不振、 計掴通り
補助金がもらえ ない等）

－移転・工事 の工程計画 のまずさによる事業遅延

－近隣へ の振動・騒音・粉慶対策による費用増

－移管までに発生する舗装修繕費用、 調聾池 の 土
砂搬出費用等

－新 権利者が区画整理地区内であることを知らな
かったことによるもの（清算金徴収畏期化寄）

－計画と事業進捗の季積等により、 予算が航行（i闘
化）できないことによるもの

－組合役員の個性や活動に起因するコミュニケーショ
ン の 不足・過剰要求等

｜珂撤軍 リスウ対策の肉容
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少組13人数・個別の不安解消策（個別鋭
織 の構築・ 強化（発起人 の結束）、⑥キ （ 地

15更（地区霞定の見直し）』、 bのみ対象］、⑥開査精度の向上｛想定換 地の 実施Heのみ対象］

5①箆可 権 者へ の対応（行政へ の 陳情）、②地権 者へ の情報 発情（全体説明会実施） 、③資金計画の

変更（新た な資金調達方法検討）

10 
①円滑な関係機関協緩 ・ 網整策（事前協語の 実施）、②事業の協力体制 構築（有 力者の

活用）
10 

①周辺住民等の情報 の把握・盤理（反対理由 の 把握）、②周辺住民等へ の情報 発信（住民説明会実
9施）、③反対者へ の対応｛個別の 後触）、④ キーハ

．ー ソ ン の 活用（地 元有 力者との調整）、⑤事業計周案
の変更（区域叡定見直し）

6①円滑な作業マヰγメント（メインコンサルによる作業マヰγ
・
メント）、②円滑な事業推進体制 の 情築（行政に 妓術

5 的媛助要輔）、③施行者・行政のλキ1�7,7
＂
（先進地視寮等によるノウハウ術祭）

1①円滑な事業推進体制 の構築（餐託業者の 妓術的審査）
3①情報 収集体制 の 強化（行政に 媛助要情）

12 ①補助金確保策（多機な補助金導入）、②保留地販売箪（取得意向に沿う保留地般定）、③事業費骨1
減策｛支出を 抑えた計画策定）、④ 借入資金綱遺（金融梅開借入）

4①円滑な事業推進体制 の 情築（早期専門出ザル発注）、②事業計画案 の変更（環境アセス適用外と な
5 る面積般定）

6①対象調査の時期 ・方法等の工夫（早期対象鯛査 実施人②事業計画案 の変更（影響軽減施行地区
s績肘）

5①品質確保策（7
＂
日本

・
等による集者選定）、②関係者との情報 共有・調整（欄係者との 仕様解釈・工程

共有化）

3①発注マヰソ
・
メント（必要胴査を吉むλヶγュー ル作成）、②関係者との情報 共有（関係者と の 仕練解釈・エ

祖共有化）
① 権利 害情娠 の把握・整理（ 権利者カル テ作成）、②地権 者へ の情報 発

慣
（全体説明会実施）、③

少
人14数・個別の不安解消策（個別相徴金実施）、④地権 者 の意機向上策（ 勉 強会·WS実施）、⑤事業推進

13 体制 の構築・強化（地 元組織股置）、⑥事集計画の変更（反対意見者意向反映） ［aのみ対象］、 ⑦検地

殴計の変更（反対意見者意向反映ゅ のみ対象］

6
①品質確保策

③
（
円

無
滑
理

な
の

事
な
業
い

推
作

進
業

体
期

制
間

の

般
強

定
化
）、

｛
②

妓
関衛係

力
者と の情報 共有・開整（関係者と の 仕練解釈 ・エ

種共有化）、 の高い象者に 入替え）

Z①発注マヰソメント（必要調査を吉むλケシュー ル作成）

6①
陳 情

作業マヰシ1ント（関連事業者とのス ケシ
・
ュー ル確寵） 、②円滑な事業推進体制 の構築（関連事業者へ の

）、③他事業の位置付け変更（他事業に関わらない兜7手段検肘）

11①補助金確保策（多様な補助金④導惜入
入
）
賞
、②保留地販売策（集古保留地による一 括売却に③事業費削

減策（ 大幅な支出削減検討）、 金間違（金敵纏関借入）

10①予算執行マ事グルト（定期的な予算敏行計画見直し）、②円滑な事業推進策（施工計画による計画
的な移転交渉）、③事業協 力体制 の 強化（行政ザホ

・
→強化 の 陳情）

① 権利者情報 の把握・登理（ 権利者カル子 作成）、②地権 者へ の情報 発信（区蘭だより発行）、③個別
11 の不安解消策（個別相般会実施）、④ 事業推進体制 の構築・ 強化（地 元組織般置）、⑤ 権 事l者と の 交

渉・対応策（ 権 利 害等との協搬簿作成）
① 権利者情報 の 抱纏・聾理（ 権利者力 ル手作成人②地

権
者へ の情報 発情（区画だより発行）、③個別

13 の不安解消策（個別相級会実施）、④ 権利者と の 交渉 ・ 対応策（ 権利者等との 協繊簿作成）、⑤事業
推進体制 の構築・強化（地 元組織般置）

3①地区外住民へ の対応・ 交渉策（周辺建物 の事前事後調査）

10 
① 権利者情
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④
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権
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情

）
者

観

へ
発

の

情観（区画だより発行）、③事業
10 推進体制 明方法・内容（清算金発生

8 の説明）、

z①円滑怠事業推進体制の 構築（教育委員会と事前協隠れ②対象調査 の時期 ・方法等の工夫（高精
度 の鯛査 実施）

7①関連関査の時期 ・方法等の工夫（地場住民へ の リザー判、②換地 ・ 土地評価の配慮（産廃地の現位
置換地）

1①地区イメー ジ策（産廃処理法の適正運用アピー ル）

自①品質確保策（第3者照査 実施）、②関係者と の情線共有・関墜（関係者と の 仕様解釈・工程共有
化）、③阿滑な事業推進体制 の 強化（技術 力 の高い象者に入管え）

2①発注マヰソ
’
メント（必要関査を含むλケソ

＂
1ル作成）

3①円滑な工事推進策（移転済 み箇所を対象とした工事発注）、②事業推進体制 構築（合意形成方策
実施）、③事業推進策（直接施行検討）

5 
①聞係者との連携・鯛盤策（他事業と遭徴した施工計画の 立案 ）

5 

①対象
③

開
地

査
権

の

者
時
へ

期
の

・方法簿の工夫（高精度調査 の早期 実施）、②対簸エの対応策（賞金側達方法検
6討）、 周知（地盤に関する情線等説明）、④ 対象地の位置付け変更（対象地の 公園化）

①事業経営状況の把握（ハ
．
ランスシート作成） 、②保留地販売策（保

、④
留

事
地

業
の

推
宣
進

伝
体

・公
制
告

の

）
構
、③

築
補
・ 強

助4金等の

13�入確保策（事業軍要性 の 明確化による優先的む予算配分） ヒ（政治
家へ の 陳情）、⑤事業費削減策｛事業規模縮小）

4①施工計画の検討 ・更新（施工遅延原因 の把握）
5①近隣住畏へ の対応・交渉策（工事に対する近線住民説明会）

8①維持管理費考慮・対応策（維持管理費の支出状況把握）、②移管時期 ・ 方法の工夫（部分移管λヤ
シ

＂
i·ー ル作成）

6
①新 権 利者へ の配慮策（事業PR実施）、② 権 利異動 ・手続きの調査（住民から 権利異動 の情線収
集）

8①予算＠執
事

行
業

マ
協
ヰ

力
シ

・
メント（ 実現性 の高い年度資金計画作成）、②円滑な事業推進策（移転交渉の早期開

始）、 体制 の 強化（行政サホ
・ート 強化 の 陳情）

7①シッ意
プ
見6・情報 共有策（役員・地

、
③ 権

役
者

員
等ルの

ー
意ル見

・
交マ換ネ金

ジ
実施）、②事業推進体制 の構築・ 強化（リ－Ifー

シッ のある役員との 適傷） メント策（役員に対する行動規 準策定 ・ 実行）
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経．年歎 回答歎 回答.

15～20年 2 人 16.67 % 

21～25年 、2 人 16.67 % 

25～30：年 5 人 41.67 写も

31～35年 0 人 0.00 qも

35～40年 3 人 25.00 q也

合計 12 人 100.00 % 

表－4
•• 憧の肉’

4 』のリスウ対策が、対象のリスヴに対して絶対的に有効である．

3 」のリスヴ対策が、対象のリスヴに対してかなり有効である。

2 このリスヴ対策が、対象のリスウに対して有効である．

」のリスウ対簸が、対象のリスヲに対して若干有効である．

。 」のリスヴ対策が、対象のリスヴに対して有効とも有効でないともいえない．
ー1 このリスク対策が、対象のリスヲに対して若干有効でない．
-2 』のリスウ対策が、対象のリスヴに対して有効でない．
-3 」のリスヴ対策が、対象のリスウに対してかなり有効でない．
-4 このリスウ対策が、対象のリスウに対して絶対的に有効でない．

表 － 5 リスク対策の実現主の評価点
.，，邑 値の肉’

4 』のリスウ対策は、絶対的に実現性がある．

3 』のリスヲ対策I主、かなり実現性がある．

2 このリスウ対策は、実現性がある．

』のリスウ対策は、若干実現性がある．

日 』のリスヴ対策は、実現性があるともないともいえない．

このリスヴ対策は、若干実現性がない。
-2 このリスヲ対策I主、実現性がない．
-3 このリスウ対貨は、かなり実現性がない。
-4 このリスヲ対策は、絶対的に実現性がない．

－次に、回答地区の特性を把握するために、人口集中地区
ρID）内であるか否かを 平成22年度版区画整理年報II）よ
り調査した。これは、DID内のような既成市御世は地区
内居住者が多いため権利関係、が梯色 合意形成が困難、
移転工程が梯佐という点に加えて、土地単価が高い こと
から保留地においても一般住宅規模程度の大きさで住宅
利用等が多い特徴があるためである。一方、DID外では
新市御也型事業のような企業誘致を前提とした集約型土
全世利用や、権利関係が単純等の特徴があり、それらに起
因した回答となる可能性が高いと判断したためである。

(II)アンケー ト B調査の対象事業地区と回答者属性
表－ 6に回答者の年齢を、表－7に回答者の保有資格を

示す。回答者78人が選定した事業は11都県39地殴業務附子
方式の地区を除く）で、（I）準備段階～（3）施工段階の回答数
はそれぞれ15地区以上であった。表 － 6より、回答者の年
齢は36～50歳の梯聞が大部分の約培1Jを占め、これらの技
相暗出経験年数が豊富で、第一線で事業に関わっている年
齢層と考えられる。またぜ術士や'RCCM等の資格保有者が
含まれている。 これらから、 B調査の回答は梯附や豊富
な経験に基づく信頼性の高い回答と判断し、分析を進めた。
39地区中、DID内の事業は24地区（62九）、DID外は15地区
(38九）で、あったII）。表－ 8に事業概要II）を示すが、都市的傾
向が強し、DID内はDID外に比べて施行前地区内人口や市街
化率、現J兄建物戸数等におし、て郡司直となっている。

(2）リスク対策の有効性・実現性の評価結果と考察
( I)有効性と実現：性の矧耐吉果

有効性と実現J性の評価のアンケー ト結果は以下の方法で

公益社団法人日本都市計画学会都市計画論文集Vol.47 No. 1 2012年4月
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表 － 6 回答者の年齢 表ー7回答者の資格但調査日
&IA.,_. .. II Im M ・人ー

隼．，

30. 以下
31～35. 
36～40. 
41 ～45歳 I 15 人
46～50• I 25 人
51～55歳 I 12 人

56～ 60歳 I 5 人

小針
8 

125 

表－ 8 回答地区の地区糊主
’. •• ·－胃，．

’
‘
，：： 

事llll唱 司島‘ ••• 
画積 * 旭区内 有権者 市街化 建物 事 ’E 

人ロ
( ’Ii I司，ol ．縄問 戸，冒’.t、，，.＿、 ｛則 ( l 、 円A岨） 『‘E ｜｛盲万円｝

D 平均値 40.4 32.6 744 428 29.4 242.1 234 57.1 9,961 

O 
min 2.9 3.9 33 52 6.8 34.5 11 25.8 100 

内 max 126.0 43.6 3,211 1,300 89.2 446.2 782 100 0 29,184 
D 平均値 47.7 38.5 279 449 11.5 171.4 191 54.0 7,203 

O 
min 3.3 22.2 3 53 1.3 55.0 7 1.9 990 

外 max 98.2 70.1 1,124 1,989 42.2 330.3 1,507 100.0 20,684 

集計した。
DIDの内外に分けて事業段階毎に、各地区のリスク対策

の有効性と実現’性の評価結果の平均値（以下、剤耐直と記述
する）を計算した。図－ 1は、DID外の（3）施工段階の各リス
ク対策について、縦軸に実現性の百軒耐直、横軸に有効性の
剤耐直をプロットした散布図である。科高で、は、 この散布
図に基づき、リスク対策を4つのグループに分類した。具体
的には、国 一 1に示すように、｛有効性ミ＋2，実現性�＋2}
をAグループ、｛有効性三三＋2，実現性く＋2｝を Bグループ、反対
に｛有効性く＋2，実現性三三＋2｝をCグループ、｛有効性＜＋2黒見
↑生＜＋2｝をDグノいープとした。

こ こで、グ
、
ループ分けの基準を 「2点J としたのは、表

-4および表 － 5で 「2点J を基準として評価してもらつ
ているためで、ある。つまり、 「2点」を基準としてロ点. 4 
点」で、は 「かなり．絶対的Jという強虫し、表現になつており、

「l
め、Aグ／レープは音刊面の高し、対策のグループ、Bグループと
Cグ

、
／レープは有効性あるいは実現’性の評価は高いものの一

方の音羽面が若干低し、グループ、Dグループは有効性 ・ 実現
性ともに若干音羽面が低し、グツいープとして整理できる。なお、
Aグ

、
／v--ープに分類されたリスク対策は全部で86件である。

表 － 9に、（I）準備段階～（3）施工段階毎に、A～Dグルー
フ別のリスク対策の有効性と窮見性の矧耐直の最大 ・ 最小
値、平均値、対策数をDID内外の別に示す。事業段階毎の7
行以降には、Aグ

、
；J..戸ープに含まれる有効性 ・ 実現性の評価

が高い夫様とその 剤耐直を｛有効性：実現性｝のように表し
ている。 なお、英数字と丸付き数字は表－1のリスクや対
策の表記に対応している。また、［共通］の項目については、
Aグ

、ループの対策数付朝耐直を表示してしも。
(II) リスク対策の言判面の考察
［準備段階］ : DID内のAグループで音刊面点が高いのは、『1.
合意形成リスク附柑儲］に対する信淵元高臓の構築 ・ 強
イ凶発起人結期｛2.60:2.25｝』である。 これは従前の居住者が
多し、DID内において事業の先導者として発起人が結束した
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実現性

0 

-0. 5 

c,· .1,-7· 

3 r有効性

図－ 1 リスク対策の評価値の分布但ID外・施工段階

上で地蜂諸等と対応することが劃見されることによると考
えられる。 また 『8. 調査 ・ 測量 ・ 設計リスク［b.発注不足］
に対する①発注マネジメン卜（必要調査を含むスケジュー

ル作成；） {2.23:2.05｝は、 DID外で、比4グ
、

J），ープに含まれない
が、 DID内では評価点が高くAグループに含まれるo これ
は、 都市的傾向の強いDID内では、権利関係、等の事業に関
する調査が複雑 ・ 長期になり易いため、 早期からのスケジ
ュール管理が重要かっ有効で、あることに因ると考えられる。

DID外では 『5.資金調達リスクに対する②保留地販売策
（取得意向に伴う保留地設局｛3.50:2.00｝』の剤耐直が最も高
く、『I. 合意形成リスク』、口調整リスク』、『6環境アセス
メントリスク』等に関する合計27の対策が評価されている。
『I.合意形成リスク［a.対地権者］について②地権者への情

報発信（目安減歩率の提示）｛2.00:2.00｝』が挙げられているが、
DID外では減歩率が高くなり易い中で、 合意形成において
特に減歩率が重要視され易いことを示していよう。

以上、 DID外では関係機関・周辺住民との調整に関する
調整リスクや、認可権者が事業に難色を示す等の理由で地
権者意欲が低下することに起因する合意形成リスク 等、
DID内では音羽面が高くなし対策が多くAグ

、

ループに含まれ

た。 これは、従前の居住者 ・周辺住民や関係機関が多し沼田
内の事業初動期において、 対応が比較的難しし、リスクが少
なくないことを示していると考えられる。
［事業計画段階］ : DID内のAグループで評イ面点が最も高し、
のは、W2.調査 ・ 測量 ・ 設計リスク［b.発注不足］に対する①
発注 マ ネ ジ メ ン ト （ 必 要 調 査 を 含 む ス ケ ジ ュ ー ル 作
成）｛2.17:2.06｝』 である。 これはDID外のAグループで、も含
まれており、 発注不足による遅延 ・ 無駄がない事業展開の
重要性を示す。 他に、円．完工遅延リスクに対する①作業マ
ネジメント（関連事業者連携スケジュール作成；）｛2.07:2.05｝』
が評価されている。

DID外では、『4.資金調達リスクに対する笹牒留地販売策
（集合保留地による 一括売却）｛3.40:3.00｝』の言新耐直が最も高
い。 これは、 新市径弛を形成する性格が強し、DID外の事業
において、 郊外型の店舗誘致等のような集合保留地による
一括売却が有用となる計画になり易し、ことを示していると
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考えられる。 他は、『l合意形成リスク］、『5予算執行リス
ク』 等、 合計291'牛のリスク対策が評価されている。

『l合意形成リスク[b換地設計］』 は、 DID外で『＆か人
数・個別の不安解消（個男晴見明会実施） {2.57：・2.43｝』等の対策
が高評価である一方で、、 DID内では高評価の対策は見られ
ない。 これは地区内居住者が多し、DID内において、 換地設
計等を進める本段階での合意形成リスクへの対応が比較的
難しいことを示していると考えられる。 また、f3.完工遅延
リスク』 に対しては、『①作業マネジメント（関連事業者と
のスケジュールに関する取り組み）』 がDID内｛2.07:2.05｝、
DID外｛3.20:3.00｝ともに音羽面の高し、対策である。これは工事
の準備段階となる事業計画段階において、 関車事業者の作
業の内容やスケ、ジュールなどをマネジメントしていくため
の取り組みが重要であることを示している。

以上、 DID外のリスク対空砲9件に対し、 DID内は2件と少
ない。 これはDID内地区では外部要因となる地区内居住者
や関連事業者が多く、 リスク対策がとり難いことに拠る。

［施工段階］ : DID内では、『I.合意形成リスク（仮換制旨定）
に対する喧滞刑者との交渉 ・ 対応策例措渚との協議簿の作
成；） {2.06:2.07｝』のみがAグループに属する。

DID外でも『＠耀刑者との交渉 ・ 対応策例措渚との協議
簿の作成）｛2お：2.44｝』が高評価である。 これは、 換地に関
する合意形成において、 地権者との一連のやり取りを保
管 ・ 蓄積してし、くことで、1尉時無駄等をなくすことが重
要であることを示す。 また 『l合意形成リスク』 が14件評
価されている他、 施工段階に糊教的な 『4用地リスク（産業
廃棄物）に対する笹牒地土地矧面の町意（産廃地の原位置換
地）｛2.20:2.09｝』 や、『9資金調達リスクに対する②保留地販
売策（保留地位置の変更 ・ 集約）｛2綿：2.30｝』 の、計22件が評
価されている。 DID外では準備段階と事業計画段階でも、

保留地購入者を想定した保留地設定 等の対策が高言淵面とな
っているが、 これはDID外のように新市倖袖の性格問齢、
地区では保留地の売却が特に重要であるとともに、 保留地
処分を優先することに対して地権者からの理解が得られや
すい現状を反映していると考えられる。

以上、 DID外で音羽面されたリスク対策22件に対しDID内
において音羽面されたリスク対策はl件のみで、あった。しかし、
有効性は高いものの実現’性の矧面が若干低し沼グ

、

ループlこ
着目すると、DID外18件に対して、DID内では30件である。
これは事業費が大きいDID内地区において、 有効性が高い
対策で、あっても単年期lj事業費がピークを迎える施工段階
では、 単年度の予算不足が生じ易く、 新たに講じる対策の
実現性が低くなる傾向を示していると考えられる。
［共通J：合意形成リスク（コミュニケーション）は、DID内で
『②事業推進体制の構築 ・ 強化Xリーダ

P

一 、ンップのある役員
との連携） {2.44:2.09｝』 の対策がAグ

、

Jv-ーフ
。
に含まれた。 こ

れは組合施行では、 地権者からの信頼が厚くリーダー、ンッ
プがあり、主制雀者とのコミュニケー ションが寸づ士に図れる
役員との連携が重要なこと聞を示していると考えられる。

・21 -
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表－9 めいプ買I］のリスク対策の有刻主と実覇空の評価点
DID外

賓担金 2望註 i主主主Z盆重量」捕の 有効性 ｜ 実現性 ｜ 各ゲループ対簾数 ｜対策の
min I max ｜平出値｜ m;n I m副 ｜平地値｜対策数｜割合 ｜総敏 min I mu ｜平岡値｜ m;n I m" ｜平出値｜封筆盤｜ 割合 ｜総敗
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_ I I リ対［内容］【M

＇
ルーヲ

・
対策数】 ｜ リスウ対策［有効性実現性〕

準｜ 11合意形成リ）.�（al [3]1⑤地元組織の構築 ・ 強化（発起人結車）

備｜ I ｜①発注叫シ·；：，f(必要聞査を吉むλ竹
・
斗ール作I I•調査 ・測量 ・ 股計リ）.タ[b) [111 

段 IAゲル－J
・

l l成）
階｜の対筆

リス，［内容］（M
＇
ルT対策数1 I リスヲ対策［有効性実現性］

[2.60:2.2511 l[aJ [111②地権者への情報発信（目安議事車田提示｝ 位。0:2.0叫
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；
；，ト付インコルザルによる作車マネシ

ー
ルト） [2.50: 2.00} 

5貴金調達＇））.� 【Bii②保留地販売蹟（取得意向に沿う保留地霞定） [3.50: 2.00} 
e環境7セλメントリスウ』·b] 【211①円滑主恵車推量体制的構鍍｛恩期専門コン引レ発注） [2.50 : 2.00} 

有効性 ｜ 実現性 ｜各ゲループ対質数｜対策の｜ 有効性 ｜ 実現性 I 各クループ対貨敏 l封簸の
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Eリスヲ［内容：）［Aゲループ対策数】 ｜ リスク対策［有効性実現性］ I 'Jx�c内容）［Aゲループ対策数】 ｜ リスク対策〔有効性実現性］

l ①発注マネシメント（必要聞査を含むλ竹ュール作 I ICaJ C4引 1{2 50 2'7} 
Z調査・測量 ・ 盤計収。同 【111 [2.17:2.06}11合意博成リλヲ l;c←一一一三告③少人数 ・ 個別の平安解清策｛個別鋭明会実施） 陪モテ子ヨl成＞ I ICbl c，引 112.57:2.43}

画IM
’
ループ，:1の対策同工遅延リλ

；①作車マ牟シメント（関連事耳障害連携λケシュール作 12調査 ・ 測量 ・ �針山｜ω 【1Jl<2>欄係者と畑情線共有 ・ 聞益｛圃傷者と佐織解叡ヱ程共有化｝ {2.14:2.0叫
[ 111 [2.07: 2.0511 

3 

施
工

｜成） ｜ヲ ICbl 【211①発達司シ·；：，f(必要聞査を吉也、決ケシ
ー
rル作成） {2.29: 2.00} 

’3完工遅延＇））.タ [6】｜①作業マネシ
・
；：，f(関連事業者とス竹

・
rル確認） {3.20: 3.00} 

4賞金関連＇））.� [10Jl<2J保留地販売簾（集合保留地による一括売却） {3.40: 3.00} 
E予算執行リM [411①予算執行司シ·；：，f(定期的存予車執行計画見直l.) [3.00: 2.20} 

有効性 ｜ 実現性 l 各ゲルプ対簸数｜対策の l 有効性 ｜ 実現性 ｜ 各クルプ対置匹敵 l 対簸の’
min I max ｜平坦値｜ m;n I m・x ｜平均値｜討資量 i 割合｜総数 l m;n I m副 ｜平崎値｜ m;n I max ｜平簡値｜対貨散｜ 割合 l 総It
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． ．以ヲ［内容J[Afループ対策数］ ｜ リスヲ対策［有効性実現性］ ｜ リ約［内容］【岬ループ対簸数】 ｜ リスヴ対策［有効性実現性］

1古意融成明ヴ（仮換地指 ｜⑥権利者との交渉・対応簸（権利害曹との協擁 .I IC 仮換地指定）【211⑥権利曹との宜趨 ・ 対応暗｛権制者等との協磁簿作成）112.33: 2.44} 
【1】 I [2.06: 2.0111 

定） ｜簿作成1 'I ｜（補償）［a] [211©権利書と由主渉 ・ 対応軍｛権利害等との協櫨簿作虚）｜位13:2.45}' 11合意形成リl 什、... , ''" u 向日首I ICoJ r，引 112 41 '43} 
段IM

・
ル 7· 

階 l由対簸

λタ ｜（換地針 作存�剖④権利書への説明方法 ・ 内容（清算金発生の説明）医主計十三十
I ICbl【3引 1[2.27:2.30} ｜画） 山＇ ·－引 .... ーー，

I lccJ【4)1④権利者への説明方法 ・ 内容（個別相続会実施｝ 112.45: 2.251' 

' E開タ［内容］【Aゲルプ対策数】｜ リスク対策［有効性実現性〕
共 l Mループ， ’ 

5用地開。（産寮廃棄物）［a] [211②換地・土地野値目E慮（産腐地の現位置換地） 1{2.20: 2.09} 
9資金網遺収世 [4]1②保留地販売策（保留地位置の変更 ・ 集約化） 112.48: 2.30} 
10.工程計画＇Iλヲ [111①施工計画の検討・更新（施工遅延原因の把握） 1{2.05: 2.0副
14.予算航行IJスヲ 【111①予軍航行マキタNI実現性の高い年度賞金計画作成｝ 112.03: 2.00} 

リ日［内容］［Afループ対績数】 ｜ りスク対嬢［有効性実現性］

I l 合意形成肌ヲ｛コミュニケー l②事寧推進体制の構築 ・ 強化（リーずーシップ
通 l の対貨 lε [111 {2.44:2.09} － ・ ） ｜のある役員と由連機）

4. まとめ
材高の成果をま とめると次の通りである。

I ）実業務に携わる区画整理技術者へのアンケー ト調査に
よって、組合施行区画整理事業の（！）準備、（2 ）計画、（3)

施工、（4）清算の4段階のうち、リスク対策実施の重要性
が高してI）準備～（3）施工 と、全段階に共通する合意形成リ
スク（コミュニケーション）を対象として、リスク対策を
整理し、342件を設定した。

2）実事業に携わる区画整理邸時に 対して、I）で設定した
342件のリスク対策について 9段階＋4 ～-4）で有効性と実
現性を音羽面してもらうアンケー ト調査を実施し、評価の
平均値評価働を求めた。 その結果、開耐直｛有効性、実
現性｝の最大は、（2 ）計画段階DID外での『4資金調達リス
クに対する②保留地販売策（集合保留地による 一括売
却）』の｛ 3幼：3.00｝であった。

3）有効 ’ 性および
、

実現 ’ 性 の評価値｛＋2札＋2.0｝を境界値とし
て A ｛有効性ミ＋2，実現性主主＋2｝～D ｛有効性く＋2 ，実現性
<+2｝の4グループに分類するととも に、リスク対策の特
徴を分析した。 その結果、Aグ

、

ノレープに分類されたリス
ク対策（86件）はDID外の方が多く、それらの多くは「合意
形成j に関するリスク対策であること を確認した。 また
A グループに属するリスク対策の内容や対策数において、
DID内外の鞘教に起因した結果 を確認した。

4）以上、リスク対策の有効性・実現地を定量句に分類・評

価して 一覧表として整理したが、実際の組合施行事業
に応用する場合は、有効性 ・実現性の高し、A グ〉ループlこ

属するリスク対策から適用を検討することが考えられ
る。 今後は、リスク転綴樽の他のリスク対応方針に関
する手法を整理して、広し視点でのリスクマネジメン
ト手法を検討していく必要がある。
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